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番 号：131154 

国 名：ミャンマー 

担当部署：地球環境部 環境管理第一課 

案件名：水環境管理及び環境影響評価制度の能力向上プロジェクト詳細計画策定調査（環境影響

評価） 

 

１．担当業務、格付等 

（１）担当業務：環境影響評価 

（２）格 付：３号 

（３）業務の種類：調査団参団 

 

２．契約予定期間等 

（１）全体期間： 2014年1月上旬から2014年3月下旬まで 

（２）業務Ｍ／Ｍ： 国内 ０．５０Ｍ／Ｍ、現地 １．８７Ｍ／Ｍ、合計 ２．３７Ｍ／Ｍ 

（３）業務日数： 準備期間 現地業務期間  整理期間 

 ５日 ５６日 ５日  

 

３．簡易プロポーザル等提出部数、期限、方法 

（１） 簡易プロポーザル提出部数：１部 

（２） 見積書提出部数：１部 

（３） 提出期限：１２月１１日(１２時まで) 

（４） 方法：専用アドレス(e-propo@jica.go.jp)への電子データの提出、 

または調達部受付（JICA本部１Ｆ）への書類の提出 

※2013年10月2日以降の公示案件（業務実施契約（単独型）のみ）より、電子媒体による簡易プ

ロポーザルの提出を試行導入します。提出方法等詳細については、JICAホームページ（ホー

ム＞JICAについて＞調達情報＞お知らせ）をご覧ください。 

 

４．簡易プロポーザル評価項目及び配点 

（１）業務の実施方針等： 

①業務実施の基本方針 １６点 

②当該業務実施上のバックアップ体制等 ４点 

（２）業務従事者の経験能力等： 

①類似業務の経験 ４０点 

②対象国又は同近隣地域若しくは同類似地域での業務経験 ８点 

③語学力 １６点 

④その他学位、資格等 １６点 

（計１００点） 

類似業務 環境管理に係る各種調査 

対象国／類似地域  ミャンマー／全途上国 

語学の種類 英語 

 

５．条件等 

（１）参加資格のない社等：特になし 

（２）必要予防接種：なし 

 

６．業務の背景 

 ミャンマー国政府は、環境セクターにおける行政管理を強化するために、2011年9月に林業省を

環境保全林業省（MOECAF）に再編成した。近年の民主化に伴う工業化、都市化により、ヤンゴン、

マンダレー等の主要都市において、未処理の産業排水、生活排水等の流入による河川、運河等の

汚染、都市廃棄物や産業廃棄物の未徹底な収集・運搬・処理等の環境管理にかかる問題が顕在化
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しつつある。かかる状況から、ミャンマー国政府は我が国に対してMOECAFの環境行政、及び環境

管理能力の強化にかかる支援を要請した。 

 また、民主化を契機に我が国をはじめとする様々なドナーの支援により、道路、電力、水道、

港湾等のインフラ整備が進められており、今後もこれらインフラ整備の継続、さらには工業団地

の整備等を通じた大型プラントの建設も予定されている一方で、環境影響評価及び社会影響評価

を実施するための実施細則は未策定である。このため、ミャンマー国政府は2012年に環境保全法

を施行し、同年に環境に係る国家的管理を強化することを目的に環境保全林業省内に同法の実施

責任部局である環境保全局を新設した。同法第7条ではMOECAFが環境に重大な影響を与える恐れの

ある政府機関、組織、個人が実施するプロジェクト・ビジネス・活動について、環境影響評価及

び社会影響評価を行うためのシステムを整備、実施する責任を有することが定められたものの、

同法には環境影響評価を実施するための詳細な手続きについては定められていない。このため、

MOECAFは、環境保全に関する実施令の一部として環境影響評価実施手続きの作成をADBと共同で進

めてきており、2013年2月以降、数度にわたりドラフトのEIA手続きについて、関係省庁他ステー

クホルダー協議を実施し、現在、EIA手続きの最終化作業を進めている。 一方、環境管理を主管

するMOECAFや市開発委員会は人員、予算の不足に加え、適切な環境管理に必要な経験、技術力が

不足しているなど、行政の管理能力が十分備わっていないことから、政策の効果的な実施が困難

な状況となっている。このため、MOECAFはEIA手続きの実施能力向上に係る協力をJICAに要請した。 

今般、JICAは上記要請に基づき、水環境管理に係る水質モニタリング等の能力向上及び環境影

響評価の実施能力向上を目的としたプロジェクトを実施することとし、同プロジェクトの実施体

制及び活動内容について確認･協議するため詳細計画策定調査を実施する。 

 

７．業務の内容 

本詳細計画調査は、JICA官団員3名及び2名のコンサルタントにより実施される。コンサルタン

ト団員2名は、環境影響評価団員及び水環境管理の情報収集、現況とりまとめも含む評価分析団員

を想定している。 

本業務の業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続きを十分に把握の上、他の業

務従事者や調査団員として派遣される機構職員等と協議･調整しつつ、担当分野に係る協力計画策

定のために必要な以下の調査を行う。また、本業務従事者は、他の課題を担当業務とする業務従

事者が作成する報告書（案）を含めた報告書（案）全体の取りまとめを行う。 

具体的担当事項は次のとおりとする。 

 

（１）国内準備期間（2014年1月上旬） 

①要請背景･内容を把握（要請書･関連報告書等の資料･情報の収集･分析）の上、現地調査で

収集すべき情報を検討し、必要に応じ、ミャンマー側関係機関（C/P機関等）に対する質問

票（案）（英文）を作成する。 

②JICA地球環境部との打合せ等を通じて、本プロジェクトの実施に必要な情報を収集・整理

し、状況を把握する。 

③担当分野に係る事前調査計画・方針案を検討する。 

④担当分野に係るPDM（Project Design Matrix）（案）（英文・和文）、PO（Plan of Operations）

（英文）（案）、R/D（Record of Discussions）（案）、M/M（Minutes of Meetings）（案）

及び事業事前評価表（案）（和文）の担当分野関連部分を作成する。及び事業事前評価表

（案）の担当分野関連部分を作成する。 

⑤対処方針会議等に参加する。 

 

（２）現地派遣期間（2014年1月中旬～3月中旬） 

①現地業務開始時にJICAミャンマー事務所に業務計画を説明する。 

②ミャンマー側関係機関との協議及び現地調査に参加する。 

③担当分野に係る情報･資料を収集し、現状を把握する。具体的には以下のとおり。 

ア．ミャンマー国上位政策・計画の確認および本協力との整合性を確認する。 

イ．既存及び策定中の環境影響評価関連法規の整理、分析を行う。この際、JICA環境社会
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配慮ガイドライン(2010年4月公布)及び他ドナーが求める要件とミャンマー国制度と

の乖離についても確認する。 

ウ．環境影響評価に関連する組織の現状及び課題を以下の業務を通して把握し、整理、分

析する。 

（ａ）関連各組織の所掌業務に関する情報をアップデートする。 

（ｂ）関連各組織の所掌業務についてヒアリングする。 

（ｃ）関連各組織の部署別人数、各人の教育のバックグラウンド、業務経験等環境影響

評価を実施する際に必要なキャパシティについて情報収集する。 

エ．ミャンマーにおける環境影響評価制度に係る他ドナーの支援実績・現状・計画を確認

し、本プロジェクトと他ドナー等の支援内容の調整をMOECAFに提案する。 

オ．環境影響評価制度の制度構築、運用促進に関して、MOECAFはじめミャンマー国側関係

機関の役割分担について確認する。 

④担当分野に係るPDM案、PO案の作成に協力する。 

⑤ミャンマー側関係者との協議で合意された内容につき、M/M（案）、R/D（案）の作成に協

力する。 

⑥担当分野に係る現地調査結果を当機構ミャンマー事務所等に報告する。 

⑦評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点からプロジェクトを

分析し、担当分野に係る事業事前評価表（案）の作成に協力する。 

⑧環境影響評価に関する、以下の支援を行う。 

ア．MOECAFの環境影響評価審査業務の効率化・質向上を促進するための助言を行う。 

イ．MOECAFおよび事業官庁に対し、JICAを含むドナーが求める要件とミャンマー国制度と

の乖離について説明し、対応策について助言・提言を行う。 

ウ．MOECAFと協働し、セミナー開催等、EIA制度の普及・啓発の支援を行う。 

エ．MOECAFにおける環境影響評価分野の日常業務における助言・提言を行う。 

オ．新EIA手続きの実施ガイドライン、マニュアル等の策定に係る側面支援を行う。 

 

（３）帰国後整理期間（2014年3月中旬～3月下旬） 

①担当分野に係る事業事前評価表（案）作成に協力する。 

②担当分野に係る収集資料の整理、分析、収集資料リスト作成、質問票回答のとりまとめを

行う。 

③帰国報告会、国内打合せに出席し、担当分野に係る調査結果を報告する。 

④担当分野に係る詳細計画調査報告書（案）を作成するとともに、他の担当分野の業務従事

者が作成する報告書（案）を含めた全体の取りまとめに協力する。 

 

８．成果品等 

本契約における成果品は以下のとおり。 

（１）担当分野に係る詳細計画策定調査報告書（案）（和文） 

電子データをもって提出することとする。 

 

９．見積書作成に係る留意点 

本公示の積算を行うにあたっては、「JICAコンサルタント等契約見積書作成ガイドライン」

（http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html）を参照願います。留意点

は以下のとおりです。 

（１）航空賃及び日当・宿泊料等 

航空賃及び日当・宿泊料等は契約に含みます（見積を計上して下さい）。航空賃について

は、成田（日本）－ヤンゴン（ミャンマー）間のみを計上して下さい。ミャンマー国内（ヤ

ンゴン、ネピドー、マンダレー）の移動については、業務従事者による手配（予約及び下記

臨時会計役の委嘱により、業務従事者による支払）を想定しています。 

（２）臨時会計役の委嘱 

以下に記載の一般業務費については、当機構ミャンマー事務所より業務従事者に対し、臨
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時会計役を委嘱する予定です（当該経費は契約には含みませんので、見積書への記載は不要

です）。 

・国内移動費（航空機利用に係る手続き、チケット費用等） 

・車両関係費（ヤンゴン、マンダレーにおける車輌のみ） 

・通訳費用 

・セミナー開催費用 

臨時会計役とは、会計役としての職務（例：現地業務費の受取り、支出、精算）を必要な

期間（例：現地出張期間）に限り機構から委嘱される方のことをいいます。臨時会計役に委

嘱された方は、「善良な管理者の注意義務」をもって、経費を取り扱うことが求められます。 

 

10．特記事項 

（１）業務日程／執務環境 

①現地業務日程 

現地派遣期間は2014年1月13日～3月9日を予定しています。 

当機構の調査団員は本業務従事者と同時若しくは数日遅れて現地調査を開始し、本業務

従事者より前に現地調査を終える予定です。すなわち、本業務従事者が単独で現地調査を

行う期間があります。 

②現地での業務体制 

本業務に係る調査団構成は、以下のとおりです。 

ア）総括（JICA） 

イ）環境行政／水環境管理（JICA） 

ウ）協力企画（JICA） 

エ）環境影響評価（コンサルタント） 

オ）評価分析（コンサルタント） 

③便宜供与内容 

当機構ミャンマー事務所による便宜供与事項は以下のとおりです。 

ア） 空港送迎 

なし 

イ） 宿舎手配 

なし 

ウ） 車両借上げ 

全行程に対する移動車両について、ミャンマー事務所にて予約の上、上記臨時会計

役の委嘱により、業務従事者が支払を行うことを想定しています。 

エ） 通訳傭上 

なし 

オ） 現地日程のアレンジ 

機構職員等の調査期間については機構がアレンジしますが、それ以外についてはコ

ンサルタントがアレンジします（必要に応じてミャンマー事務所が支援します）。 

カ） 執務スペースの提供 

なし 

 

（２）参考資料 

特になし 

 

（３）その他 

①業務実施契約（単独型）については、単独（１名）の業務従事者の提案を求めている制度

ですので、複数の業務従事者によるプロポーザルは無効とさせて頂きます。 

②ミャンマー国内での活動においては、JICA安全管理措置を遵守するとともに、JICA総務部

安全管理室、JICAミャンマー事務所の指示に従い、十分な安全対策措置を講じることとし

ます。 


